
令和５年度 若年ドライバー確保のための運転免許取得支援助成事業 

実施要領 

 

 

令和５年３月１５日 

                                          （公社）全日本トラック協会 

 

 

１．事業の趣旨 

少子高齢化に対応した若年労働者を確保するため、各都道府県トラック協会の会

員事業者が、新たに運転者として採用した若年ドライバーの（１）特例教習の受講、

（２）準中型免許取得について支援を行う。 

 

 

２．予算額 

   ９，８７０万円 

 

 

３．助成対象 

   以下の教習または免許取得のために指定自動車教習所等でかかる費用 

（１）特例教習の受講 

（２）準中型免許のうち 

①準中型免許の新規取得 

②５トン限定準中型免許の限定解除 

 

 

４．助成額 

 ・上記（１）－特例教習受講費用の１／３（上限１００，０００円） 

・上記（２）－① ４０，０００円を上限 

（２）－② ２５，０００円を上限 

※上記助成額にかかわらず、会員毎に上限を３０万円とする。 

※運転者が個人で受講もしくは免許取得費用を支払った場合は、助成金を交付 

しない。 

 

 

５．実施期間 

令和５年４月１日～令和６年２月２９日 

 

 

６．経過措置 

  本事業については、前年度（令和４年度）に受講または取得した分についても、

助成の対象とする。 

 ※（２）については、高等学校新卒者等で、当該事業者入社前の在学中（令和４年

度中）に、上記準中型免許を取得した場合も対象とする。 

 

以上 



 

若年ドライバー確保のための運転免許取得支援助成金 

交付要綱 

 

平成２９年３月２４日 制 定 

令和５年３月１５日一部改正 

                      公益社団法人 全日本トラック協会 

 

（事業趣旨） 

第１条 全日本トラック協会（以下「全ト協」という。）は、少子高齢化に対応し

た若年労働者を確保するため、都道府県トラック協会（以下「地方ト協」とい

う。）を通じて、地ト協会員事業者（以下「事業者」という。）が新たに運転者

として採用した若年ドライバーの（１）特例教習の受講、（２）準中型免許取得

について支援を行う。 

 

（助成対象） 

第２条 助成の対象となる経費は、次に掲げる特例教習の受講または準中型免許の

取得のために指定自動車教習所等で要する費用とする。 

（１）特例教習の受講 

（２）準中型免許のうち 

①準中型免許の新規取得（以下「準中取得」という。） 

②５トン限定準中型免許の限定解除（以下「限定解除」という。） 

 

（助成金の交付予算額） 

第３条 助成金の交付予算額は、９８，７００，０００円とする。 

 

（助成額） 

第４条 助成金は、事業者が別に定める要件を満たす従業員に、特例教習の受講、

準中取得もしくは限定解除に係る費用を負担した場合に、特例教習の受講は１０

万円、準中取得は４万円、限定解除は２万５千円を上限として交付する。 

 ２ １事業者あたりの助成額の上限を３０万円とする。ただし、国、地方自治体

及びその他団体等が実施する助成制度等により助成金が交付されている場合、

全ト協は助成金を交付しない。 

３ 従業員が個人で負担した費用については、全ト協は助成金を交付しない。 

４ 全ト協と地方ト協の助成金の合計が事業者の負担額を上回る場合は、全ト協

の助成額を減額する。 

 

（実績報告及び助成金の請求） 

第５条 助成金の交付を受けようとする地方ト協は、別に定める期日までに様式１



 

「若年ドライバー確保のための運転免許取得支援助成事業実績報告書」（助成金

交付請求書）を全ト協に提出しなければならない。 

  

（助成金の交付） 

第６条 全ト協は、前条に基づき実績報告及び助成金の請求があったときは、速や

かにその報告を審査し、条件に適合すると認めたときは、地方ト協に対して助成

金を交付する。ただし、予算に達した時点で、締め切りとする。 

２ 地方ト協は、全ト協から交付された助成金を事業者に交付する。 

 

（助成金の返還） 

第７条 全ト協は、次の各号のいずれかに該当するときは、地方ト協を通じて事業

者に対し既に交付した助成金の全部もしくは一部の返還を命じることができる。 

(1)この要綱その他全ト協が定める事項に違反したとき 

(2)虚偽その他不正な手段により助成金の交付を受けたとき 

２ 前項の規定により返還を命じられた事業者については、全ト協が行う助成事業

すべてに係る申請は、原則として、当分の間、これを受付又は交付決定を行わな

いものとする。 

 

（実施要綱等の提出） 

第８条 地方ト協は本事業に係る実施要綱等を定め、あらかじめ全ト協会長に提出

しなければならない。 

 

（その他必要な事項） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関するその他の必要事項は、

全ト協が別にこれを定める。 

 

以上 

 

（附則）（平成２９年３月２４日） 

第１条 本要綱は平成２９年４月１日より適用する。 

 

（附則）（平成３０年３月１４日） 

第１条 本要綱は平成３０年４月１日より適用する。 

 

（附則）（平成３１年３月２５日） 

第１条 本要綱は平成３１年４月１日より適用する。 

 

（附則）（令和２年３月１１日） 



 

第１条 本要綱は令和２年４月１日より適用する。 

 

（附則）（令和３年４月１日） 

第１条 本要綱は令和３年４月１日より適用する。 

 

（附則）（令和４年３月１０日） 

第１条 本要綱は令和４年４月１日より適用する。 

 

（附則）（令和５年３月１５日） 

第１条 本要綱は令和５年４月１日より適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別 紙 

 

若年ドライバー確保のための運転免許取得支援助成事業における 

助成金交付要件（第４条関係） 

 

 下記①～④のすべての要件を満たす場合に限り、助成金の交付対象とする。 

 

 

①当該事業者が、令和４年４月１日以降に、当該運転者を採用していること。 

 

②当該運転者は、平成元年６月２日以降の生まれであること。 

 

③当該運転者が、令和４年４月１日以降に指定自動車教習所等を活用して、特例教

習を受講修了または準中型免許を取得していること。 

 

④当該運転者が、助成金申請時に当該事業者に在籍し、運転者として従事している

こと。 

                                   以 上 



【事業者→地方ト協】

申請年月日

電話

役職 氏名

ふりがな

氏名

生年月日 歳

採用年月日 　　　　　　年　　　月　　　日

受講・取得内容
（いずれかに○）

円

円

銀行

１．指定自動車教習所等に支払った費用の領収証の写し

※ 下記の同意内容を確認の上、□欄にチェック（☑）をご記入ください。

□

　　　　年　　　月　　　日

事 業 者 名 印
法人
番号

 

（　　　　　）

支店

助成金申請額

受講・取得費用

金融機関名

　（１）特例教習の受講　　（２）①準中取得　　（２）②５トン限定解除　　

指定教習所等名称

特例教習受講もしくは
準中型免許取得

（限定解除）年月日
　　　　　　年　　　月　　　日

申請責任者

年齢

 若年ドライバー確保のための運転免許取得支援助成　申請書

〒　　　　　－　　　　

 　　　 　　年　　　月　　　日生

支店名 ・ 営業所名 　

（　　　　　） ＦＡＸ

特
例
教
習
受
講
者
ま
た
は

準
中
型
免
許
取
得
者

（一社）滋賀県トラック協会会長　殿

電話・ＦＡＸ番号

会社所在地

上記受講者・免許取得者の本助成事業の申請にあたり、国、地方自治体及びその他団体等が実
施する助成制度等の申請・受領はしていません。（各ト協の助成制度は除く）

添付書類

口座番号

口座名義

普通　・　当座

ふりがな
振込先

金融機関

２．従業員として雇用していることを確認するもの
（健康保険証の写し・雇用保険被保険者証の写し・その他：　　　　　　　　）

３．受講修了の書類または運転免許証の写し

４．運転者として従事していることを確認するもの（いずれかで可）
（運転日報 ・ 点呼簿 ・ 運転者台帳 ・ 賃金台帳の写し・その他：　　　　　）

※国税庁ＨＰより検索→ https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/


